
平成28年度末時点で保有している財産(資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）でまかなってきたかを示すもの。 純資産が平成28年度中にどのように変動したかを示すもの。

（1）純行政コスト（△）

1 固定資産 1 固定負債 （2）財源

（1）事業用資産 （1）地方債 税収等
　庁舎・保育所・学校・福祉施設など （2）引当金 国県等補助金

（2）インフラ資産 （3）その他 （3）固定資産等の変動
　道路・公園・上水道など 有形固定資産等の増加

（3）物品 有形固定資産等の減少

2 流動負債 貸付金・基金等の増加

（4）投資その他の資産 （1） 貸付金・基金等の減少

（2） 余剰分（不足分）

2 流動資産 （3） （4）

（1）現金預金 （5）無償所管換等
　現金・預金など （6）他団体出資持分の増減

（2）基金 （7）比例連結割合変更に伴う差額

　 財政調整基金など （8）その他

（3）その他

　未収金・棚卸資産など 純資産合計

平成28年度中の現金の流れを示すもの。

1 業務費用 業務支出

（1）人件費 （職員給料・議員歳費など） 業務収入

（2）物件費等（消耗品費・維持補修費・減価償却費など） 臨時支出

（3）その他（支払利息など） 臨時収入

2 移転費用 投資活動支出

（1）補助金等(負担金・補助金など） 投資活動収入

（2）社会保障給付（扶助費など）

（3）その他 財務活動支出

財務活動収入

3 経常収益

（1）使用料及び手数料（使用料・受託事業収入など）

（2）その他

（1）臨時損失
（2）臨時利益 （基礎的財政収支）

投資活動収支
基礎的財政収支

※全体　⇒　一般会計、国保特会、下水特会、介護特会、高齢特会、上水特会の合計。
　　　　　　　　なお、下水特会は、地方公営企業法の適用に向けた作業中であるため、合算していません。

※連結　⇒　全体に三郷市土地開発公社、三郷市文化振興公社、江戸川水防事務組合、東埼玉資源環境組合、
　　　　　　　　埼玉県後期高齢者医療広域連合を加えたもの。

【参考】人口139,413人（平成29年3月31日現在）
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平成28年度中の経常的な行政活動に伴う経費とその直
接の対価である使用料・手数料などの収入を示すもの。
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本年度資金収支額

前年度末資金残高 5,640,815

4,381,100

比例連結割合変更に伴う差額 0

本年度末資金残高 6,358,752
14,274 43,228

1,247,5381,246,735

685,935

64,440,953

345,052

4,116,238

73,638,602

25,291

6,820,689

638,468

純経常行政コスト

399,975

3,634,298

3,724,900
△ 2,979,575

745,325

4,268,996
△ 3,278,096

990,900

35,784

75,768,05672,097,539

1,142,186 △ 7,848,526

4,719,437

△ 7,455,916

△ 2,979,575投資活動収支

0

53

3,320,458

6,783,761

備品・車両・ソフトウェアなど
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　債権・有価証券・投資など

7,609,045 12,446,067 地方債（１年以内返済分）
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資産の部(これまで積み上げてきた資産）
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　　　負　債　　647億円
　　　　　　　　（46万円）

純資産　2,600億円
　　　　　（187万円）
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資産合計 324,739,587

3,851,064

7,191,137

3,913,040

連結
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単位 （千円） 

貸借対照表 

行政コスト計算書 

純資産変動計算書 

資金収支計算書 

三郷市 統一的な基準による財務諸表・要約版（平成28年度） 

※平成２８年度決算版については、

「基準モデル」から「統一的な基準」

による財務書類に変更して作成した

ことにより、資産の評価や勘定科目

等が変更されていますので、前年度

との数値の比較はできません。 



財務書類の説明（全体会計）                               全体会計は、一般会計、国保特会、下水特会、介護特会、高齢特会、上水特会の合計となります。 

なお、下水特会は、地方公営企業法の適用に向けた作業中であるため、合算していません。 

（１）全体貸借対照表（Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ）  

 

      【参考】住民１人当たりの貸借対照表 人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

貸借対照表    

資産の部 負債の部 

1.固定資産 ３，０２６億円 1.固定負債 ５２４億円 

(1)事業用資産 ７２１億円 (1)地方債 ４０９億円 

(2)インフラ資産 ２，２１７億円 (2)引当金 ２８億円 

(3)物品 １１億円 (3)その他 ８６億円 

(4)投資その他の資産 76億円   

  2.流動負債 ５７億円 

2.流動資産 ９６億円 (1)地方債（１年以内返済分） ４２億円 

(1)現金預金 ６４億円 (2)引当金 ４億円 

(2)基金 １６億円 (3)その他 １０億円 

(3)その他 １６億円 負債合計 ５８０億円 

  純資産の部 

  純資産合計 ２，５４２億円 

資産合計 ３，１２２億円 負債及び純資産合計 ３，１２２億円 

貸借対照表とは、市の所有する資産と、その形成のために投資

された資金や借金がどのくらいあるのかを示したものです。 

【資産の部】 

市の所有する資産は、表の左側『資産の部』に記載されており、

その金額は３，１２２億円です。資産には、１年以内に資金化さ

れる流動資産と、それ以外の固定資産に分けられ、流動資産が９

６億円、固定資産が３，０２６億円あります。固定資産は更に、

庁舎や学校などの事業用資産７２１億円、道路や公園などのイン

フラ資産２，２１７億円、その他８７億円に分けられます。 

【負債の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、他人から調達した

金額が表の右側『負債の部』に記載されています。代表的なもの

は市の借金である『地方債』です。負債額は５８０億円あり、こ

の金額は将来の税収等から返済しなければならないことから『将

来世代の負担額』と言われています。 

【純資産の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、市税などの自己資

金により調達した金額が表の右側『純資産の部』に記載されてい

ます。純資産額は２，５４２億円あり、今までの住民の方々が形

成してきた分なので、返済の必要がありません。 

平成２８年度末現在では、資産が３，１２２億円あり、うち他

人資本が５８０億円、自己資本が２，５４２億円だったことがわ

かります。なお、資産が負債を大きく上回っている（債務超過で

はない）ことから、財政の健全性は担保されていると言えます。 

資産 ２２４万円 

負 債  ４２万円 

純資産 １８２万円 



（２）全体行政コスト計算書（Ｐｒｏｆｉｔ ａｎｄ Ｌｏｓｓ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。   【参考】住民１人当たりの行政コスト計算書 人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書  

経常費用 ６８５億円 

1.人にかかるコスト  

(1)人件費 ６５億円 

2.物にかかるコスト  

(1)物件費等 １０９億円 

(2)減価償却費 ７４億円 

(3)維持補修費 ４億円 

3.移転支出的なコスト  

(1)補助金等 ３２６億円 

(2)社会給付費 ８２億円 

(3)その他 １２億円 

4.その他のコスト  

(1)公債費（利払） ４億円 

(2)その他の業務費用 ８億円 

経常収益 ４０億円 

1.使用料及び手数料 ４億円 

2.その他 ３６億円 

純経常行政コスト ６４４億円 

行政コスト計算書とは、１年間に行政サービス提供にかけた

費用と、手数料などの収益を比較したものです。 

１．人にかかるコスト 

市の職員給与、議員報酬などが含まれています。 

２．物にかかるコスト 

(1)物件費等は、委託料や備品購入費（資産に計上されるもの

を除く）、光熱水費などです。 

(2)減価償却費は、固定資産の今年度費用額です。 

(3)維持補修費は、固定資産を維持するためにかけた費用です。 

３．移転支出的なコスト 

(1)補助金等は、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の

負担金や、各事業の補助金などです。 

(2)社会保障給付等は、医療や年金、生活保護や老人福祉など

の社会保障関係費用です。 

４．その他のコスト 

(1)公債費(利払)は、地方債の利子です。 

 

経常費用        ４９万円 

経常収益         ３万円 

純経常行政コスト   ４６万円 



（３）全体純資産変動計算書（Ｎｅｔ Ｗｏｒｔｈ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの純資産変動計算書 人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

純資産変動計算書  

期首純資産残高 ２，５７３億円 

1.行政コスト △６４４億円 

2.財源 ６０８億円 

(1)税収等 ４３６億円 

(2)国県等補助金 １７３億円 

3.その他 ５億円 

期末純資産残高 ２，５４２億円 

純資産変動計算書とは、１年間の純資産（貸借対照表の右

下の部分）の変動を表したものです。純資産が増えれば将来

世代に資産を残したことになり、純資産が減少すると、過去

から引き継いだ資産を取り崩したことになります。 

 

市の純資産は、１年間で３１億円減少しました。理由とし

ては、行政コスト（６４４億円）が、住民の方々の市税、国

や県からの補助金などの合計である財源（６０８億円）を上

回ったためです。 

期首純資産残高   １８５万円 

行政コスト       △４６万円 

財 源           ４４万円 

期末純資産残高   １８２万円 



（４）全体資金収支計算書（Ｃａｓｈ Ｆｌｏｗ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの純資産変動計算書  人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

資金収支計算書  

1.業務活動収支 ３３億円 

2.投資活動収支 △３０億円 

3.財務活動収支 ３億円 

本年度資金収支額 ７億円 

前年度末資金残高 ５６億円 

本年度末資金残高 ６４億円 

資金収支計算書は、１年間の市全体の現金の支出（歳出）

と収入（歳入）がどのような理由で生じたのかを活動別に表

したものです。 

１．業務活動収支 

市税や補助金などによる収入と、人件費、物件費、経費

といった行政コストや社会給付費などの移転支出に係る支

出との収支を表します。 

平成２８年度は、収入が支出を３３億円上回りました。 

２．投資活動収支 

固定資産や基金等を形成するための支出と、形成のため

の補助金収入や固定資産の売却、基金の取り崩しなどの収

入との収支を表します。 

平成２８年度は、支出が収入を３０億円上回りました。 

３．財務活動収支 

行政活動に必要な公債発行等による資金調達と、公債償

還額との収支を主に表します。 

平成２８年度は、収入が支出を３億円上回りました。 

 

市の１年間の収支は７億円の黒字となりました。しかし、

そのうち３億円は公債による資金調達額です。また、公債に

係る収支の影響を除いた収支、これを基礎的財政収支（プラ

イマリーバランス）と言いますが、この金額は７億円の黒字

となりました。 

業務活動収支        ２万４千円 

投資活動収支      △２万１千円 

財務活動収支          ２千円 

本年度資金収支額       ５千円 

本年度末資金残高    ４万６千円 



財務書類の説明（連結会計）                連結会計は、全体会計に三郷市土地開発公社、三郷市文化振興公社、江戸川水防事務組合、東埼玉資源環境組合、 

埼玉県後期高齢者医療広域連合を加えたものになります。 

（１）連結貸借対照表（Ｂａｌａｎｃｅ Ｓｈｅｅｔ） 

     

 【参考】住民１人当たりの貸借対照表 人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

貸借対照表    

資産の部 負債の部 

1.固定資産 ３，１２８億円 1.固定負債 ５８９億円 

(1)事業用資産 ７５８億円 (1)地方債 ４４２億円 

(2)インフラ資産 ２，２１７億円 (2)引当金 ６０億円 

(3)物品 ２９億円 (3)その他 ８６億円 

(4)投資その他の資産 １２４億円   

  2.流動負債 ５８億円 

2.流動資産 １１９億円 (1)地方債（１年以内返済分） ４４億円 

(1)現金預金 ６８億円 (2)引当金 ４億円 

(2)基金 １６億円 (3)その他 １０億円 

(3)その他 ３４億円 負債合計 ６４７億円 

  純資産の部 

  純資産合計 ２，６００億円 

資産合計 ３，２４７億円 負債及び純資産合計 ３，２４７億円 

貸借対照表とは、市の所有する資産と、その形成のために投資さ

れた資金や借金がどのくらいあるのかを示したものです。 

【資産の部】 

市の所有する資産は、表の左側『資産の部』に記載されており、

その金額は３，２４７億円です。資産には、１年以内に資金化され

る流動資産と、それ以外の固定資産に分けられ、流動資産が１１９

億円、固定資産が３，１２８億円あります。固定資産は更に、庁舎

や学校などの事業用資産７５８億円、道路や公園などのインフラ資

産２，２１７億円、その他１５３億円に分けられます。 

【負債の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、他人から調達した金

額が表の右側『負債の部』に記載されています。代表的なものは市

の借金である『地方債』です。負債額は６４７億円あり、この金額

は将来の税収等から返済しなければならないことから『将来世代の

負担額』と言われています。 

【純資産の部】 

資産を形成するために調達した資金のうち、市税などの自己資金

により調達した金額が表の右側『純資産の部』に記載されています。

純資産額は２，６００億円あり、今までの住民の方々が形成してき

た分なので、返済の必要がありません。 

平成２８年度末現在では、資産が３，２４７億円あり、うち他人

資本が６４７億円、自己資本が２，６００億円だったことがわかり

ます。なお、資産が負債を大きく上回っている（債務超過ではない）

ことから、財政の健全性は担保されていると言えます。 

資産 ２３３万円 

負 債  ４６万円 

純資産 １８７万円 



（２）連結行政コスト計算書（Ｐｒｏｆｉｔ ａｎｄ Ｌｏｓｓ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。   【参考】住民１人当たりの行政コスト計算書 人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

行政コスト計算書  

経常費用 ７８４億円 

1.人にかかるコスト  

(1)人件費 ６８億円 

2.物にかかるコスト  

(1)物件費等 １１６億円 

(2)減価償却費 ７６億円 

(3)維持補修費 ６億円 

3.移転支出的なコスト  

(1)補助金等 ３１０億円 

(2)社会給付費 １８３億円 

(3)その他 １２億円 

4.その他のコスト  

(1)公債費（利払） ４億円 

(2)その他の業務費用 ８億円 

経常収益 ４８億円 

1.使用料及び手数料 ６億円 

2.その他 ４１億円 

純経常行政コスト ７３６億円 

行政コスト計算書とは、１年間に行政サービス提供にかけ

た費用と、手数料などの収益を比較したものです。 

１．人にかかるコスト 

市の職員給与、議員報酬などが含まれています。 

２．物にかかるコスト 

(1)物件費等は、委託料や備品購入費（資産に計上されるもの

を除く）、光熱水費などです。 

(2)減価償却費は、固定資産の今年度費用額です。 

(3)維持補修費は、固定資産を維持するためにかけた費用です。 

３．移転支出的なコスト 

(1)補助金等は、国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療の

負担金や、各事業の補助金などです。 

(2)社会保障給付等は、医療や年金、生活保護や老人福祉など

の社会保障関係費用です。 

４．その他のコスト 

(1)公債費(利払)は、地方債の利子です。 

 

経常費用        ５６万円 

経常収益         ３万円 

純経常行政コスト   ５３万円 



（３）連結純資産変動計算書（Ｎｅｔ Ｗｏｒｔｈ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの純資産変動計算書 人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

 

 

 

純資産変動計算書  

期首純資産残高 ２，６５７億円 

1.行政コスト △７３６億円 

2.財源 ７０１億円 

(1)税収等 ４９４億円 

(2)国県等補助金 ２０７億円 

3.その他 △２２億円 

期末純資産残高 ２，６００億円 

純資産変動計算書とは、１年間の純資産（貸借対照表の右

下の部分）の変動を表したものです。純資産が増えれば将来

世代に資産を残したことになり、純資産が減少すると、過去

から引き継いだ資産を取り崩したことになります。 

 

市の純資産は、１年間で５７億円減少しました。理由とし

ては、行政コスト（７３６億円）が、住民の方々の市税、国

や県からの補助金などの合計である財源（７０１億円）を上

回ったためです。 

期首純資産残高   １９１万円 

行政コスト       △５３万円 

財 源           ５０万円 

期末純資産残高   １８７万円 



（４）連結資金収支計算書（Ｃａｓｈ Ｆｌｏｗ ｓｔａｔｅｍｅｎｔ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】住民１人当たりの純資産変動計算書 人口 139,413人（平成 29年 3月 31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記数値は表示単位未満を四捨五入しておりますので、合計額等が一致しない場合がございます。 

 

資金収支計算書  

1.業務活動収支 ３９億円 

2.投資活動収支 △３３億円 

3.財務活動収支 １億円 

本年度資金収支額 ７億円 

前年度末資金残高 ６１億円 

本年度末資金残高 ６８億円 

資金収支計算書は、１年間の市全体の現金の支出（歳出）

と収入（歳入）がどのような理由で生じたのかを活動別に表

したものです。 

１．業務活動収支 

市税や補助金などによる収入と、人件費、物件費、経費

といった行政コストや社会給付費などの移転支出に係る支

出との収支を表します。 

平成２８年度は、収入が支出を３９億円上回りました。 

２．投資活動収支 

固定資産や基金等を形成するための支出と、形成のため

の補助金収入や固定資産の売却、基金の取り崩しなどの収

入との収支を表します。 

平成２８年度は、支出が収入を３３億円上回りました。 

３．財務活動収支 

行政活動に必要な公債発行等による資金調達と、公債償

還額との収支を主に表します。 

平成２８年度は、収入が支出を１億円上回りました。 

 

市の１年間の収支は７億円の黒字となりました。しかし、

そのうち１億円は公債による資金調達額です。また、公債に

係る収支の影響を除いた 

収支、これを基礎的財政収支（プライマリーバランス）と言

いますが、この金額は１０億円の黒字となりました。 

業務活動収支        ２万８千円 

投資活動収支      △２万４千円 

財務活動収支          １千円 

本年度資金収支額       ５千円 

本年度末資金残高    ４万９千円 


